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個別付議基準

市街化調整区域において生産される農産物の販売所 

都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、市街化調整

区域において生産される農産物の販売所について、下記のすべての要件に該当するものは、開発審査会

に付議することができるものとする。

記 

１ 申請者 

農業協同組合及び農業者で組織される任意組合等の団体（以下「組合等」という。）であること。

ただし、任意組合等にあっては、国、県又は市から補助金（負担金、出資金、利子補給等公的助成 

制度含む。）の交付を受けるものに限るものとする。 

事業主体において、当該調整区域の存する市内の市街化区域内に所有土地がないこと。 

ただし、当該土地で日本標準産業分類の大分類で農業、林業、漁業に分類された業種で生産又は収

穫されたもの（以下「農産物」という。）の販売所の建築が困難又は著しく不適当と認められる場合

は、この限りでない。また、他に利用可能な農産物の販売所がないこと。 

事業は、事業主体自らが年間を通じ継続して営むものであって、将来にわたり継続するものである

こと。 

２ 申請地 

（１）開発区域の面積は、施設の規模及び駐車場等から勘案し、妥当なものであること。 

（２）主となる道路に６メートル以上接するものであること。また、店舗の出入口が道路に面している

など、建築物の配置が店舗としての利用上十分配慮されたものであること。 

３ 予定建築物 

（１）用途は、組合等の構成員が、当該市街化調整区域で生産した農産物を市場等を通さずに直接販売

するための店舗及び管理施設（事務室、休憩室、更衣室、保管室等）とし、原則として同一棟であ

ること（居住施設は含まない）。 

（２）規模は、当該施設での販売量から妥当な規模で、平屋建てであること。高さは、１０メートル以

下で、かつ、建築基準法に適合するものであること。 

（３）管理施設を併用する場合は、当該床面積は全体の延べ床面積の２分の１以下であること。 

４ その他 

  他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼土地利用承認を含む。）が受けられ

るものであること。 

附 則 

この基準は、平成１５年４月７日から施行する。（平成１５年４月７日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成１９年１１月３０日から施行する。（平成１９年１１月９日 都市局長決裁）

附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は、平成２１年７月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この基準の施行の日の前日までに、都市計画法第２９条、第３５条の２、第４２条又は第４３条の

規定によりされた許可の申請に係る開発審査会に付議することができる基準については、なお従前の

例による。                    （平成２１年３月３１日 都市局長決裁）
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個別付議基準

社寺仏閣

 都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、社寺仏閣の

建築物等について、下記のすべての要件に該当するものは、開発審査会に付議することができるものと

する。

記

１ 申請者 

  宗教法人法第４条に規定する宗教法人とする。なお、維持管理についても設置者自ら永続的に行な

うものであること。 

２ 申請地 

（１）原則として、従前（当該基準施行日「平成１５年４月７日」）から当該市街化調整区域に居住す

る者を対象とした墓園、納骨堂あるいは歴史・古記等によって密接な縁故がある土地が存する区域

内又は隣接した土地で、建築することがやむを得ないと認められる土地であること。なお、信徒の

分布その他に照らし、特に当該地域に立地する合理的事情の存するものも含むものとする。 

（２）必要な駐車場等が設けられるものであること。 

３ 予定建築物 

（１）用途は、宗教法人が宗教活動を行うために必要な施設であるもののうち、宗教法人法第３条第１

号に規定する本殿、拝殿、本堂、会堂、僧堂、僧院、信者修行所、社務所、庫裏その他宗教法人の

目的のために供される建築物及び工作物であること。 

（２）建築物等は墓園等と一体的に設置されるものであること。 

（３）規模は、建築基準法に適合するものであること。 

４ その他 

  他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼土地利用承認を含む。）が受けられ

るものであること。 

附 則 

この基準は、平成１５年４月７日から施行する。（平成１５年４月７日 都市局長決裁）

附 則 

この基準は、平成１９年１１月３０日から施行する。（平成１９年１１月９日 都市局長決裁）

附 則 

この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 



- 20 -

個別付議基準

指定幹線道路の沿道における特定流通業務施設 

都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、指定幹線道路

の沿道における特定流通業務施設について、下記のすべての要件に該当するものは、開発審査会に付議

することができるものとする。 

記 

１ 用語の定義 

この基準における用語の意義は、次に定めるもののほか、都市計画法（以下「法」という。）の例

による。 

（１）特定流通業務施設 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（以下「物流総合効率化法」という。）第４条

第２項に規定する総合効率化計画に記載された同法第２条第３号に規定する特定流通業務施設に

該当するものであって、貨物自動車運送事業法第２条第２項に規定する一般貨物自動車運送事業の

うち、同条第６項の特別積合せ貨物運送に該当しないものの用に供される施設又は倉庫業法第２条

第２項に規定する倉庫業の用に供する同条第１項に規定する倉庫であること。 

（２）指定幹線道路 

あらかじめ市が指定した一般国道１２２号、１６号、１７号をいう。 

２ 申請者 

申請者は、物流総合効率化法第４条第１項に規定する総合効率化計画の一の申請において、流通業

務総合効率化事業を実施しようとする者（特定流通業務施設を整備する者のみの場合を除く。）であ

ること。 

３ 申請地 

（１）予定建築物の敷地は、別図に示す指定幹線道路の指定区間に外周長の８分の１以上が接している

こと。 

（２）車両の主な出入口は、指定幹線道路に面していること。 

（３）予定建築物の敷地の面積は、５ヘクタール未満とすること。 

（４）予定建築物の敷地には、農業振興地域内の農用地を含めないこと。 

４ 予定建築物 

予定建築物は、特定流通業務施設（物流総合効率化法第４条第８項に規定する照会を受けていない

流通業務以外の利用形態を含む建築物を除く。）であること。 

５ 敷地内緑化 

さいたま市みどりの条例第１９条に規定された協議において、さいたま市緑化指導基準に適合した

ものであること。なお、当該協議に関しては、建築物の敷地外周部を高さ３メートル以上の樹木など

で緑化するように努めること。 

６ その他 

他の法令及び条例による許認可等が必要な場合は、その許認可等を受けられるものであること。 

附 則 

この基準は、平成１９年９月１日から施行する。（平成１９年７月３１日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成１９年１１月３０日から施行する。（平成１９年１１月９日 都市局長決裁） 
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附 則 

この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２２年１０月１日から施行する。（平成２２年８月１８日 都市局長決裁） 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の許可の申請に係る開発審査会に付議することができる基準による特定流通業務施設にあっ

ては、この基準の施行の日の前日までに、法第２９条、第３５条の２、又は第４３条の規定によりさ

れた許可の申請に係る当該基準については、なお従前の例による。 

３ 改正前の許可の申請に係る開発審査会に付議することができる基準による大規模流通業務施設にあ

っては、平成２５年３月３１日までに、法第２９条、第３５条の２、又は第４３条の規定によりされ

た許可の申請に係る当該基準については、なお従前の例による。 

（平成２４年３月１９日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２９年２月１日から施行する。（平成２９年１月２４日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成３１年４月１日から施行する。（平成３１年３月６日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、令和２年１月１日から施行する。（令和元年１２月１６日 都市局長決裁） 
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別図 

指定幹線道路の指定区間（一般国道１２２号） 

（１/４）
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別図 

 指定幹線道路の指定区間（一般国道１２２号）

（２/４）
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別図 

指定幹線道路の指定区間（一般国道１６号及び一般国道１７号）

（３/４）
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別図 

指定幹線道路の指定区間（一般国道１６号）

（４/４）
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個別付議基準 

市街化調整区域に立地する公共公益施設 

都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、市街化調整

区域に立地する公共公益施設について、下記のすべての要件に該当するものは、開発審査会に付議する

ことができるものとする。 

記 

１ 本基準による公共公益施設とは、さいたま市の各種整備計画等に位置付けられている公共公益施設

であって、各施設の担当所管と都市局において調整が調った、以下のものをいう。 

（１）社会福祉施設 

社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設をいう。 

（２）医療施設 

医療法第１条の５第１項に規定する病院、同条第２項に規定する診療所又は同法第２条第１項に

規定する助産所をいう。 

（３）教育施設 

学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く。）をいう。 

（４）介護老人保健施設 

介護保険法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設（社会福祉施設を除く。）をいう。 

２ 申請者 

（１）公共公益施設を自らが設置し、維持管理についても自ら永続的に行う者。 

（２）公共公益施設を運営するにあたって、個別法による資格、免許、又は許可等（以下「資格等」と

いう。）を必要とする場合は、当該資格等を取得している者、又は取得する見込みが明らかである

者。 

３ 土地等 

  次のいずれにも該当すること。ただし、公共公益施設を複合する場合であって、複合する全ての施

設が法第３４条第１号審査基準に適合する公共公益施設であるときは、この限りでない。 

（１）申請地 

ア 鉄道又は埼玉新都市交通伊奈線の駅より半径２キロメートルの圏内に存すること。 

    ただし、社会福祉施設及び介護老人保健施設のうち「さいたま市社会福祉法人設立認可等審査

委員会」等で事業承認され、各施設の担当所管が必要と認めた施設は、この限りでない。 

  イ 面積は、５ヘクタール未満とすること。 

  ウ 主となる道路に１０メートル以上接していること。 

（２）予定建築物 

  建築物の建築面積の敷地面積に対する割合は、１０分４以下とすること。 

規模は、高さ１５メートル以下で、かつ、建築基準法に適合するものであること。 

（３）敷地内緑化

   さいたま市みどりの条例第１９条に規定された協議において、さいたま市緑化指導基準に適合

したものであること。なお、当該基準に規定されている敷地面積に対する緑地の割合を２５パー

セント以上とすること。 

４ 都市計画法施行令第３６条第１項第３号ホに該当するものは、法第３３条第１項第２号及び４号に

規定する基準を勘案して、支障が無いものにすること。 

５ その他 

  他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼土地利用承認を含む。）が受けられ
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るものであること。 

附 則 

１ この基準は、平成１９年１１月３０日から施行する。（平成１９年１１月２８日 都市局長決裁） 

２ 当該基準施行日より前に都市計画法施行規則第６０条による証明を受け、建築基準法第６条の規定

による確認申請を行い確認済証の交付を受けていない公共公益施設にあっては、平成２０年１１月２

９日までの間、本基準の要件３及び４は適用しない。 

附 則 

この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２２年１０月１日から施行する。（平成２２年８月１８日 都市局長決裁） 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この基準の施行の日の前日までに、都市計画法第２９条、第３５条の２、第４２条又は第４３条の

規定によりされた許可の申請に係る開発審査会に付議することができる基準については、なお従前の

例による。                     （平成２２年４月３０日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２４年７月１日から施行する。（平成２４年３月１９日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２７年４月１日から施行する。（平成２７年３月４日 都市局長決裁） 

附 則 

 この基準は、平成３１年４月１日から施行する。（平成３１年３月６日 都市局長決裁） 
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個別付議基準 

平成１８年都市計画法改正以前から現に存する公共公益施設 

都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、平成１８年

都市計画法改正（平成１９年１１月３０日施行）以前から現に存する公共公益施設（以下「既存施設」

という。）について、下記のすべての要件に該当するものは、開発審査会に付議することができるもの

とする。 

記 

１ 本基準による公共公益施設とは、以下のものをいう。 

（１）社会福祉施設 

社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設、又は更生保護事業法第２条第１項

に規定する更生保護事業の用に供する施設をいう。 

（２）医療施設 

医療法第１条の５第１項に規定する病院、同条第２項に規定する診療所又は同法第２条第１項に

規定する助産所をいう。 

（３）教育施設 

学校教育法に規定する学校をいう。 

（４）介護老人保健施設 

介護保険法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設（社会福祉施設を除く。）をいう。 

２ 申請者 

既存施設の所有権を有している者で、かつ、当該公共公益施設の運営に必要な個別法による資格、

免許、又は許可等を取得している者が、相当の理由により開発行為又は建築行為を行うことがやむを

得ないと認められる者。 

３ 申請地 

既存施設の敷地がすべて含まれており、拡張対象地は、既存施設の敷地の隣接地であること、又は

既存施設の敷地と同一であること。なお、拡張対象地の面積は、既存施設の敷地面積を限度とし、当

該面積と拡張対象地面積を合算した面積は、５ヘクタール未満とする。 

４ 予定建築物 

（１）用途は、既存施設と同一であること。ただし、本基準に規定する公共公益施設を併設する場合は、

この限りでない。 

（２）予定建築物の高さは、１５メートル以下で、かつ、建築基準法に適合するものであること。ただ

し、現に存する建築物の高さが１５メートルを超える場合は、その高さを限度とすることができる。 

５ 敷地内緑化・土地利用計画 

（１）さいたま市みどりの条例第１９条に規定された協議において、さいたま市緑化指導基準に適合し

たものであること。なお、当該基準に規定されている敷地面積（拡張面積を含む）に対する緑地の

割合を２５パーセント以上とすることを原則とする。 

（２）駐車場は、職員、利用者数を勘案し、必要数量を確保すること。 

６ その他 

  他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼土地利用承認を含む。）が受けられ

るものであること。 

附 則 

この基準は、平成１９年１１月３０日から施行する。
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（平成１９年１１月２８日 都市局長決裁）

附 則 

この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２２年１０月１日から施行する。（平成２２年８月１８日 都市局長決裁）

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この基準の施行の日の前日までに、都市計画法第２９条、第３５条の２の規定によりされた許可の

申請に係る開発審査会に付議することができる基準については、なお従前の例による。 

（平成２２年４月３０日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２４年７月１日から施行する。（平成２４年３月１９日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２７年４月１日から施行する。（平成２７年３月４日 都市局長決裁） 

附 則 

 この基準は、平成３１年４月１日から施行する。（平成３１年３月６日 都市局長決裁）

附 則 

 この基準は、令和３年４月１日から施行する。（令和３年３月１８日都市局長決裁）
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個別付議基準 

市街化調整区域に長期居住する者の自己業務用建築物

 都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、市街化調整

区域に長期居住する者の自己の業務の用に供する建築物について、下記のすべての要件に該当するもの

は、開発審査会に付議することができるものとする。 

記 

１ 申請者 

（１）さいたま市内の市街化調整区域の現在の居住地において、平成元年６月３０日以前から継続して

居住している者であること。 

（２）自己の生計を維持するための自己の業務の用に供する建築物を必要とする者であること。なお、

自己の業務については新たに業務を行うものは含まない。

（３）居住している建築物は都市計画法に基づく許可等（建築基準法第６条第１項による確認を含む。）

を受けたものであること。 

２ 申請地 

（１）申請者の現在の居住地又はその居住地からおおむね５０メートル以内に存する土地であること。 

（２）建築物の敷地面積は、２００平方メートル未満であること。ただし、現在の居住地の敷地を分割

して建築する場合は、この限りでない。 

３ 予定建築物 

（１）用途は、次のいずれかに該当するものであること。なお、居住部分は建築できない。 

ア 自己の業務の用に供する小規模な工場で、その延べ床面積が１００平方メートル以内（作業場

の床面積の合計が５０平方メートル以内のものに限る）のもの。 

イ 自己の業務の用に供する事務所で、その延べ床面積が１００平方メートル以内のもの。 

（２）規模 

ア 建築物は平屋建てとすること。 

イ 建築物の高さは、１０メートル以下で、かつ、建築基準法に適合するものであること。 

４ その他 

  他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼土地利用承認を含む。）が受けられ

るものであること。 

附 則 

 この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 
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個別付議基準

自己業務用の既存建築物の敷地拡張 

都市計画法第３４条第１４号に基づき許可する、市街化調整区域における自己の業務の用に供する既

存建築物の増改築に伴う敷地拡張について、下記のすべての要件に該当するものは、開発審査会に付議

することができるものとする。 

記 

１ 申請者 

自己の業務を行う者が既存建築物の増改築に伴い、敷地拡張を行うことがやむを得ないと認められ

る者であること。 

２ 対象となる既存建築物 

申請日時点で立地基準※１が存在するものを除く自己の業務の用に供する建築物で、都市計画法に

基づく許可等（建築基準法第６条第１項の規定による確認を含む。）を受けて建築（用途変更※２を

含む。）され２０年を経過したものであること。 

３ 申請地 

既存建築物の敷地がすべて含まれており、拡張対象地は、既存建築物の敷地の隣接地であること。

また、拡張対象地の面積は、既存建築物の敷地面積を限度とし、当該面積と拡張対象地面積を合算し

た面積は、５ヘクタール未満とする。 

４ 予定建築物 

（１）用途は、自己の業務の用に供する建築物で都市計画法に基づく許可等を受けた建築物の用途（使

用者が限定されて許可を受けた場合は、その属人性※３を含む。）と同一であること。 

（２）高さは、１５メートル以下で、かつ、建築基準法に適合するものであること。ただし、現に存す

る建築物の高さが１５メートルを超える場合は、その高さを限度とすることができる。 

５ その他 

  他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼土地利用承認を含む。）が受けられ

るものであること。 

※１ 立地基準：法第３４条に基づく基準（第１４号を含む。）をいう。 

※２ 用途変更：この基準においての用途変更とは、使用者を限定して許可された建築物の使用者の変

更、又は使用目的を変える用途変更をいう。 

※３ 属人性：都市計画法に基づく許可等を受けた建築物についてその適格性を有するとして審査を受

け、その使用者が限定されていることをいう。 

附 則 

 この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２４年７月１日から施行する。（平成２４年３月１９日 都市局長決裁） 

附 則 

 この基準は、平成３１年４月１日から施行する。（平成３１年３月６日 都市局長決裁） 
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個別付議基準

公共事業の施行により移転する建築物 

 都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、公共事業の

施行により移転する建築物について、下記のすべての要件に該当するものは、開発審査会に付議するこ

とができるものとする。

記 

１ 申請者 

（１）さいたま市内で施行される公共事業（土地収用法第３条各号に規定する事業をいう。）で建築物

を移転する者であること。 

（２）土地収用法第３条各号に規定する事業者と締結した、移転補償契約書等の契約締結日又は契約書

等に記載された移転完了日等から１年を経過していない者とする。 

２ 申請地 

（１）次のいずれかに該当するものであること。 

ア おおむね５０以上の建築物のそれぞれの敷地が原則５０メートル以内の間隔で連続して存

する地域内にあること。 

イ 申請地を中心に半径５００メートルの圏内におおむね１００以上の建築物のそれぞれの敷

地が存する地域内にあること。 

（２）敷地面積の上限等 

ア 買収面積の２倍以下とすること。 

イ 移転後の残地において、従前の建築物が、申請者の生活、若しくは事業活動上機能的に使用

できなくなる場合、又は土地利用上機能的に使用できなくなる場合等は、上記アにかかわらず、

買収前の従前敷地面積とすることができる。 

（３）市街化区域に存する建築物が公共事業の施行により移転する建築物の場合は、敷地面積１，００

０平方メートル以下であること。 

３ 移転対象建築物 

  都市計画法に基づく許可等（建築基準法第６条第１項の規定による確認を含む。）を受けた建築物

であること。 

４ 予定建築物 

（１）用途は、従前のものと同一であること。ただし、自己の併用住宅を自己の専用住宅とする場合は、

この限りでない。 

（２）規模は、高さ１０メートル以下で、かつ、建築基準法に適合するものであること。ただし、従前

の建築物の高さが１０メートルを超える場合は、その高さを限度とすることができる。 

５ その他 

他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼土地利用承認を含む。）が受けられ

るものであること。 

   附 則 

 この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 
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個別付議基準 

自己の業務の用に供する既存の土地利用を適正に行うための管理施設 

都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、市街化調整

区域内における自己の業務の用に供する既存の土地利用を適正に行うための管理施設について、下記の

すべての要件に該当するものは、開発審査会に付議できるものとする。 

記 

１ 申請者 

開発許可を要しない自己の業務の用に供する既存の土地利用を行っている者が、その土地を適正に

管理するための施設を設置する者であること。 

２ 申請地 

自己の業務の用に供する既存の土地利用を行っている区域内であって、土地利用している区域と明

確に区分され、１００平方メートル未満であること。 

３ 予定建築物 

（１）用途は、既存の土地利用を適正に管理する施設であって、事務室、休憩室、物置、便所とし、販

売活動するものは含まない。 

（２）規模は、平屋建てであること。建築物の延べ面積の合計は５０平方メートル以下とすること。高

さは、１０メートル以下で、かつ、建築基準法に適合するものであること。 

４ その他 

他の法令等による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼土地利用承認を含む。）が受けられ

るものであること。また、既存の土地利用において、他の法令を遵守していること。 

附 則 

この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２７年４月１日から施行する。（平成２７年３月４日 都市局長決裁） 
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個別付議基準

既存建築物の用途変更等 

都市計画法（以下「法」という。）施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、市街化調整区

域内における既存建築物の用途変更等で、下記のすべてに該当するものは、開発審査会に付議すること

ができるものとする。 

記 

１ 用途変更等について 

用途変更等とは、次のいずれかに該当するもので、従前と同一の敷地において行うものをいう。 

（１）建築物を新築すること 

（２）建築物の用途を変えること 

（３）使用者を限定して許可された建築物の使用者を変更すること 

２ 申請地 

法第２９条第１項第２号及び第３号に規定する建築物又は平成１８年法改正前の法第２９条第１

項第３号及び第４号に規定されていた建築物が建築された土地でないこと。ただし、以下の４（１）

イの「許可等を受けて現に存する建築物」の欄に掲げる建築物に対応する「用途が類似する建築物」

の欄に掲げる建築物の場合はこの限りでない。 

３ 対象となる既存建築物 

対象となる既存建築物とは、法に基づく許可等（建築基準法第６条第１項の規定による確認を含

む。）（以下「許可等」という。）を受け建築された後５年を経過し、やむを得ない事由により用途

変更等をする次のいずれかに該当するもので、許可等を受けた敷地と同一の敷地内に存する建築物で

あること。 

（１）破産手続き開始の決定がされた場合 

（２）事業経営者の死亡、失踪、心身障害により、事業の継続が困難であることが明らかである場合 

（３）主たる生計維持者の死亡、失踪、心身障害により、将来にわたる経済的破綻が明らかである場合 

（４）主たる生計維持者の長期の転勤若しくは転職により、家族全員の転居が余儀なくされた場合 

（５）生計を一にする家族の一員が、長期にわたる転地療養を必要とし、家族全員の転居を余儀なくさ

れた場合 

（６）生活の困窮、事業経営の悪化によりやむを得ないと認められる場合 

４ 予定建築物 

（１）用途は、次のいずれかに該当するものであること。 

ア 許可等を受けて現に存する建築物と同一用途の建築物 

イ 次の表の「許可等を受けて現に存する建築物」の欄に掲げる建築物に対応する「用途が類似

する建築物」の欄に掲げる建築物であること。ただし、当該欄に掲げる倉庫については、流通業

務の総合化及び効率化の促進に関する法律に基づく倉庫を除く。 

許可等を受けて現に存する建築物 用途が類似する建築物 

特別積合せ貨物運送の用に供する建築物 倉庫 

平成１８年法改正前の法第２９条第１項第

３号の適用を受けて建築された社会福祉施

設又は医療施設 

有料老人ホーム（老人福祉法第２９条第１

項に規定するものであり、かつ、さいたま

市の福祉部局と調整が整ったもの。） 

法第２９条第１項第２号に規定する建築物
許可等を受けて現に存する建築物と建築基

準法上の概念でいう建築物の用途が異なら

ない建築物（外形上の用途は従前と同一で

あるが、その使用目的を異にするもの。）
法第４３条第１項の許可を受けて建築され

た建築物
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ウ 建築基準法別表第２(ろ)項に掲げる建築物（第二種低層住居専用地域内に建築できる建築

物）であること。ただし、別に定める区域（別表による。）については、建築基準法別表第２

（ぬ）項に掲げる建築物以外の建築物（準工業地域内に建築できる建築物）とすることができ

る。 

（２）規模は、高さ１０メートル以下で、かつ、建築基準法に適合するものであること。ただし、現に

存する建築物の高さが１０メートルを超える場合は、その高さを限度とすることができる。 

（３）上記表中の「許可等を受けて現に存する建築物」の欄に掲げる建築物が、法第２９条第１項第２

号及び第３号に規定する建築物又は平成１８年法改正前の法第２９条第１項第３号に規定されて

いた建築物である場合は、用途変更等にあたり、法第３３条第１項第２号、第３号及び第４号に規

定する基準を満たしたものであること。 

なお、当該建築物が、過去に「さいたま市開発行為等指導要綱」又はさいたま市合併前の旧浦和

市、旧大宮市、旧与野市及び旧岩槻市における開発行為等に係る「指導要綱」などの公共施設の整

備基準に関する協議を行ったものは、法第３３条第１項第２号、第３号及び第４号に規定する基準

を満たしたものとみなす。 

（４）上記表中の「用途が類似する建築物」の欄に掲げる有料老人ホームへ用途変更等する場合は、開

発審査会個別付議基準「市街化調整区域に立地する公共公益施設」３土地等の規定（３（１）ア及

びウ並びに（２）に規定する高さに関する要件を除く。）を満たしたものであること。 

５ その他 

他の法令による許認可等が必要な場合は、その許認可等（見沼田圃土地利用承認を含む。）が受け

られるものであること。 

附 則 

この基準は、平成２１年７月１日から施行する。（平成２１年３月３１日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、平成２７年４月１日から施行する。（平成２７年３月４日 都市局長決裁） 

附 則 

（施行期日）

１ この基準は、平成２８年６月１日から施行する。 

（経過措置）

２ この基準の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、都市計画法第４３条の規定による

許可の申請に係る開発審査会の議を経たものとして取り扱う基準については、なお従前の例による。

（平成２８年３月２９日 都市局長決裁） 

附 則 

この基準は、令和３年４月１日から施行する。（令和３年３月１８日 都市局長決裁） 

別表 

区域図番号 主な地番 

１ 

２ 

北 区 吉野町２丁目１２４１番 

西 区 宮前町１番１ 
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個別付議基準

物流施設誘導地区における建築物 

都市計画法第３４条第１４号又は同法施行令第３６条第１項第３号ホに基づき許可する、物流施設誘

導地区における建築物について、下記のすべての要件に該当するものは、開発審査会に付議することが

できるものとする。 

記 

１ 用語の定義 

この基準における用語の意義は、次に定めるもののほか、都市計画法（以下「法」という。）の例

による。 

（１）物流施設誘導地区 

さいたま市物流施設誘導地区の創出に向けた基本方針（以下「基本方針」という。）により、指

定された区域をいう。 

（２）特定流通業務施設 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（以下「物流総合効率化法」という。）第４条

第２項に規定する総合効率化計画に記載された同法第２条第３号に規定する特定流通業務施設に

該当するものであって、貨物自動車運送事業法第２条第２項に規定する一般貨物自動車運送事業の

うち、同条第６項の特別積合せ貨物運送に該当しないものの用に供される施設又は倉庫業法第２条

第２項に規定する倉庫業の用に供する同条第１項に規定する倉庫であること。 

２ 申請者 

申請者は、基本方針に適合する者であって、物流総合効率化法第４条第１項に規定する総合効率化

計画の一の申請において、流通業務総合効率化事業を実施しようとする者（特定流通業務施設を整備

する者のみの場合を除く。）であること。 

３ 申請地 

申請地は、物流施設誘導地区内の土地であって、車両の主な出入口が面する道路に予定建築物の敷

地の外周長の６分の１以上が接していること。 

４ 予定建築物 

予定建築物は、基本方針に適合する特定流通業務施設（物流総合効率化法第４条第８項に規定する

照会を受けていない流通業務以外の利用形態を含む建築物を除く。）であること。 

５ 敷地内緑化 

さいたま市みどりの条例第１９条に規定された協議において、さいたま市緑化指導基準に適合した

ものであること。なお、当該協議に関しては、建築物の敷地外周部を高さ３メートル以上の樹木など

で緑化するように努めること。 

６ その他 

他の法令及び条例による許認可等が必要な場合は、その許認可等を受けられるものであること。 

附 則 

 この基準は、平成２４年７月１日から施行する。（平成２４年３月１９日 都市局長決裁）

附 則 

 この基準は、平成２９年２月１日から施行する。（平成２９年１月２４日 都市局長決裁） 
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さいたま市物流施設誘導地区の創出に向けた基本方針 

（平成２４年３月２８日市長決裁） 

１ 目的 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災での経験を踏まえ、災害時における物

資・物流を確保するとともに、本市の財政基盤の強化、雇用機会の創出及び地域経済の

活性化を図るため、新たな物流施設誘導地区の創出に向けた基本方針を定める。 

２ 基本的考え方 

① 災害に強い産業基盤の整備に資するため、効率的で環境負荷が少なく、優良農地の

保全とバランスのとれた物流施設の誘導を図る。 

② 首都圏における甚大な災害発生時に、物資・物流面での地域貢献が可能となる機能

を有する物流施設の集積をめざす。 

③ 東日本の交流拠点都市としての機能を高めるため、前項の物流施設と併せ、新たに

本社の立地を図る。 

３ 物流施設誘導地区指定区域 

  前記２の基本的考え方及び物流に適した交通アクセスの要件を総合的に勘案し、平成２

３年８月末時点において既存の物流施設が立地し、市街化が進行している別紙の区域を

指定する。 

４ 立地誘導の要件 

前記２の基本的考え方、前記３の物流施設誘導地区指定区域に基づく立地誘導は、次の

要件を全て満たす企業を対象とする。 

① 「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」に基づく総合効率化計画によ

る特定流通業務施設であること。 

② 上記の特定流通業務施設と併せ、本社を市内適地に立地する企業であること 

③ 防災機能（耐震・浸水対策等）を確保した上、災害時の協定締結を行える企業であ

ること。 

附則 

この方針は、平成２４年４月１日から適用する。 

参 考
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さいたま市物流施設誘導地区の創出に向けた基本方針 

■ 物流施設誘導地区指定区域 約３０ｈａ 

■物流施設誘導地区指定区域（   の部分）

春日部市

春日部自動車 
検査登録事務所

川通公園野球場 

国道１６号線

別 紙 

参 考


